
１．アメリカ

ＧＤＰ：2009年１-３月期は前期比年率▲5.7％成長
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住宅投資寄与

（前期比年率、％） 純輸出寄与

設備投資寄与

消費寄与

その他寄与

（備考）アメリカ商務省より作成。

   　　消費：消費は減少のテンポが緩やかになっている。
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貯蓄率（右軸）
４月5.7％

実質個人
消費支出

（備考）アメリカ商務省より作成。
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（備考）アメリカ商務省、FRBより作成。

自動車販売

平均年間販売台数（99～08年）
1,643万台

（年率、万台）

5月：989万台

4月：504万台

自動車販売台数

自動車国内生産台数

（月）
（年）

（期）
（年）

戻し減税の
影響

景気は後退しており、金融危機と実体経済悪化の悪循環により、
引き続き深刻な状況にあるが、収縮のテンポが緩やかとなる兆し
がみられる。先行きについては、悪循環により、景気後退が長期化
するリスクが高い。
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(前年同月比、％)

失業率(右目盛)

（前月差、万人）

非農業雇用者数

５月
▲34.5万人

(備考)  アメリカ商務省より作成。

住宅：住宅建設は大幅に減少している。
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新築販売（右目盛）

着工･許可(万戸) 販売件数(万戸)

（月）
（年）

07年12月の景気後退以来
▲600万人

（月）
（年）

（備考）アメリカ労働省より作成。

中古住宅
在庫・販売比率

新築住宅
在庫・販売比率

時間当たり賃金
（右目盛）

(備考)   アメリカ商務省、全米不動産協会より作成。

住宅在庫・販売比率雇用：雇用者数は、減少幅がやや縮小しているものの大幅に減少しており、
       失業率は急速に上昇している。

５月
9.4％

着工　　　　4月：　45.8万件（前月比12.8％減）
許可　　　　4月：　49.8万件（前月比 2.5％減）
新築販売　4月：　35.2万件（前月比 0.3％増）
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消費者信頼感
現在指数

消費者信頼感
総合指数

（1985年＝100）

（月）
（年）

消費者信頼感
将来指数

（備考）1．コンファレンス・ボードより作成。
　　　　2．消費者信頼感指数の「将来指数」は６か月後の見通し。

消費者信頼感指数
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食品コア指数

エネルギー
(右目盛)

（前年同月比、％）

（月）
（年）

ＣＰＩ総合指数

（前年同月
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鉱工業生産指数
（総合)

設備稼働率
（製造業、右目盛）
4月：65.7％

(備考)1．アメリカ労働省より作成。
　　　　2．コア指数は、総合指数からエネルギーと食料を除いた指数である。

(備考)FRBより作成。

（指数）

(備考)アメリカ商務省より作成。
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(前期比年率、％)

IT投資寄与

（月）
（期）
（年）

IT以外の投資寄与

コア資本財受注
（前期比）

民間設備投資
09年1Q：▲36.9％

構築物投資寄与
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ＩＳＭ製造業景況指数 総合
5月：42.8

ISM製造業景況指数
新規受注
5月：51.1

ＩＳＭ製造業景況指数

(備考)全米供給管理協会（ISM）より作成。

（％）

（％）

（月）
（年）

設備投資：設備投資は大幅に減少している。 生産：生産は減少している。

物価：コア物価は落ち着きがみられる。

コア指数
＋1.9％
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ＯＥＣＤ見通し

（年率、10億ドル）
実質GDP水準

ブルーチップ
見通し

主要国際機関等による見通し

（前期比年率、％）

（期）
（年）

実質GDP成長率

（前年比、％）

（備考）アメリカ商務省、OECD "Economic Outlook Interim Report"
       （09年3月31日）、ブルーチップ・インディケータ（6月10日号）、
        IMF "World Economic Outlook"（09年4月22日）より作成。
 

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
ＯＥＣＤ ▲ 4.3 ▲ 1.8 ▲ 0.4 0.5 0.9 1.2 1.8
ブルーチップ ▲ 1.8 0.6 1.9 2.4 2.8 2.9 3.0

2009年 10年

　 2009年 2010年
▲ 4.0 0.0
▲ 2.8 0.0

上位10社 ▲ 2.3 3.0
平均 ▲ 2.7 2.0
下位10社 ▲ 3.1 1.1

ブルーチップ
（民間見通し）

ＯＥＣＤ
ＩＭＦ

①ＧＭの再建に向けた取組
　・連邦破産法第11条による会社更生手続きを、60～90日以内に完了
　・不採算部門を分離し、優良資産、優良ブランドを引き継ぐ新会社を設立
　・生産の集中（国内８ブランドから４ブランドに）
　・生産体制の縮小（47工場のうち、2012年までに14工場を閉鎖）
　・北米における正規雇用者の削減（35,100人から27,200人へ）
　・米国内の販売店の削減（6,246店舗から3,600店舗に）　　　等
②政府による支援
　・アメリカ政府による追加融資（301億ドル）
　・カナダ政府及びオンタリオ州政府による追加融資（91億ドル）
③前提
　ＧＭは、国内の自動車販売台数が、09年1,050万台、10年1,250万台、11年1,430万台
　に回復することを前提。

（参考）自動車関連産業の雇用者数（2009年５月現在）
　　　　　自動車・自動車部品（製造及び販売）　　　　　　　232.8万人
　　　　※全雇用者数（1億3,215万人）に占める割合　　　　　　1.8％
　　　　※アメリカ国内のＧＭの雇用者数（08年末）　　　　　92,053人

ＧＭ：連邦破産法第11条の適用申請（09年６月１日）

金融機関名
公的資本

注入額
返済額

ストレステストでの

増資必要額

ＪＰモルガン・チェース 250 250 0

ゴールドマン・サックス 100 100 0

モルガン・スタンレー 100 100 18

ＵＳバンコープ 66 66 0

キャピタル・ワン 36 36 0

アメリカン・エキスプレス 34 34 0

ＢＢ＆Ｔ 31 31 0

バンク・オブ・ニューヨーク・メロン 30 30 0

ステート・ストリート 20 20 0

ノーザン・トラスト 16 16 ストレステスト対象外

683合計

（備考）1．アメリカ財務省および各金融機関の公表資料より作成。
　　　　2．公的資本注入額は優先株による出資額。
        3．増資必要額は5月7日公表のストレステストにより、経済状況が悪化した場合
　　　　　 に追加的に必要とされた資本額。

　米財務省は、公的資本を注入している米大手金融機関10行について、約680億ドルの
公的資本の返済を承認。

アメリカ金融機関：公的資本返済の承認（09年６月９日）


